
第 32 回がん検診のあり方に関する検討会 

議事次第
日 時：令和３年３月 17 日（水） 

17：00～19：00 

場 所：オンライン開催 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１） 座長の選任について

（２） 乳がん検診について

（３） 子宮頸がん検診について

（４） その他

【資 料】 

資料１ 「がん検診のあり方に関する検討会」開催要綱 

資料２－１ 乳がん検診にかかる「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指

針」の見直しについて（案） 

資料２－２ 超音波検査による乳がん検診の有効性を検証する比較試験（J-START） 

(大内構成員提出資料) 

資料２－３ 乳がん検診の適切な情報提供に関する研究（笠原参考人提出資料） 

資料３－１ 有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン更新版について 

（中山構成員提出資料） 

資料３－２ 子宮頸がん検診における HPV 検査について（青木参考人提出資料） 

資料４－１ 新型コロナウイルス感染症下におけるがん検診受診状況の変化について 

（高橋参考人提出資料） 

資料４－２ がん検診結果のマイナポータルでの閲覧等について 

参考資料１ 「がん検診のあり方に関する検討会」構成員名簿 

参考資料２ がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針 

（健発第 0331058 号平成 20 年３月 31 日厚生労働省健康局長通知別添） 

参考資料３ 「がん検診のあり方に関する検討会」における議論の中間整理（令和元

年度版） 

参考資料４ 乳がんの集団検診（マンモグラフィ）における医師の立会いを不要とす

る見直しについて（第 77 回社会保障審議会医療部会資料（令和２年 12

月 25 日開催）） 

参考資料５ マイナポータルを介した自治体検診情報の提供に係る電子化フォーマ

ット（案） 

参考資料６ 令和２年度市区町村におけるがん検診の実施状況調査 
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新型コロナウイルス感染症下における
がん検診受診状況の変化について

厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業
「がん検診の適切な把握法及び精度管理手法の開発に関する研究」班

国立がん研究センター社会と健康研究センター検診研究部
高橋宏和

第32回 がん検診のあり方に関
する検討会

令和３年３月17日

資料

４－１



がん検診受診状況の把握法

地域保健・健康増進事業報告 国民生活基礎調査

対象
市区町村の実施する
がん検診の対象者

抽出された世帯

受診の定義
「がん予防重点健康教育及び
がん検診実施のための指針」

に沿った受診者

自己申告に基づく受診者
（誤回答の混入がありうる）

調査頻度 1年に1度 がん検診に関しては3年に1度

特徴
• 実数による把握
• 住民検診における受診者の把握
（職域におけるがん検診の把握は不可）

• 自己申告に基づくアンケート
• 実態よりも過大評価されやすい

参照：がん検診のあり方に関する検討会における議論の整理（平成28年11月）
1

• いずれも調査翌年度の報告
• 月別の集計はできない



背景と目的

新型コロナウイルス感染症の影響により、がん検診の受診状況が変化している
ことが一部の医療機関などから報告されている。本検討は、がん検診受診に関す
る悉皆性の高いデータを報告することを目的とする。

方法

厚労科研「がん検診の適切な把握法及び精度管理手法の開発に関する研究」班
により、全国労働衛生団体連合会、日本対がん協会、聖隷福祉事業団における、
2019年および2020年の月別がん検診受診者数を取りまとめる。
（集計対象や検診方法は統一されていない）
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健診受診者数の推移
（日本総合検診医学会、全国労働衛生団体連合会）
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• 日本総合検診医学会、全国労働衛生団体連合会に加入する180機関からの回答
• 健診受診者数は全年齢・男女計であり、事業者健診、特定健診、人間ドック健診、学校健診、その他健診

の合計
• 令和2年7月末時点でのデータであり、令和2年8月9月は予約数より算定

健
診
受
診
者
数

参照：新型コロナ感染拡大による健診受診者の動向と健診機関への影響の実態調査結果
（令和2年9月 日本総合検診医学会、全国労働衛生団体連合会）

3
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がん検診受診者数の推移
（日本対がん協会29支部）
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• 日本対がん協会29支部からの回答
• がん検診受診者数は、5がん（胃・大腸・肺・乳・子宮頸）における、自治体で実施している集団で行うが

ん検診の下記年齢・男女計
• 胃・大腸・肺・乳がん：40歳以上 子宮頸がん：20歳以上
• 令和2年9月時点でのデータ

参照：コロナのがん検診への影響調査（Vev.2）
（令和2年9月 日本対がん協会）
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がん検診受診者数の推移
（聖隷福祉事業団）
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• 聖隷福祉事業団関連機関からの回答
• がん検診受診者数は下記年齢・男女計であり、5がんにおける住民検診と職域検診の合計
• 検診方法：胃がん（X線、内視鏡） 大腸がん（便潜血検査） 肺がん（胸部X線） 乳がん（マンモグラ

フィ） 子宮頸がん（細胞診）
• 胃・大腸・肺・乳がん：40歳以上 子宮頸がん：20歳以上
• 令和3年2月時点でのデータ

参照：新型コロナ禍における健康診断受診状況
（令和3年2月 聖隷福祉事業団保事業部）
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考察

• 2020年4-5月のがん検診および健診受診者数は前年同月と比べ大幅に減少した

• 2020年6月以降は前年同月とおおよそ同程度に受診者数は回復している

• 年度における変化などを今後検討する必要がある

• 受診者を把握するための体制について検討する必要がある
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がん検診結果のマイナポータルでの閲覧等について

健康局がん・疾病対策課

第32 回 がん検診のあり方に
関する検討会 資料

４－２
令和３年３月17日



新たな日常にも対応したデータヘルスの集中改革プラン

データヘルス集中改革プランの基本的な考え方
○ ３つの仕組みについて、オンライン資格確認等システムやマイナンバー制度等の既存インフラを最大限
活用しつつ、令和３年に必要な法制上の対応等を行った上で、令和４年度中に運用開始を目指し、効率的
かつ迅速にデータヘルス改革を進め、新たな日常にも対応するデジタル化を通じた強靱な社会保障を構築
する。

▶３つのACTIONを今後２年間で集中的に実行

ACTION１：全国で医療情報を確認できる仕組みの拡大

患者や全国の医療機関等で医療情報を確認できる仕組みについて、
対象となる情報（薬剤情報に加えて、手術・移植や透析等の情報）
を拡大し、令和４年夏を目途に運用開始

ACTION２：電子処方箋の仕組みの構築

重複投薬の回避にも資する電子処方箋の仕組みについて、オンラ
イン資格確認等システムを基盤とする運用に関する要件整理及び
関係者間の調整を実施した上で、整理結果に基づく必要な法制上
の対応とともに、医療機関等のシステム改修を行い令和４年夏を
目途に運用開始

ACTION３：自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大

ＰＣやスマートフォン等を通じて国民・患者が自身の保健医療情
報を閲覧・活用できる仕組みについて、健診・検診データの標準
化に速やかに取り組むとともに、対象となる健診等を拡大するた
め、令和３年に必要な法制上の対応を行い、令和４年度早期から
順次拡大し、運用

★上記のほか、医療情報システムの標準化、ＡＰＩ活用のための環境整備といったデータヘルス改革の基盤となる取組も着実に実施。
電子カルテの情報等上記以外の医療情報についても、引き続き検討。 1

Administrator
テキストボックス
第７回データヘルス改革推進本部（令和２年７月30日）資料１（抜粋）



○ 国民が、マイナポータル等を通じて、
自身の保健医療情報をＰＣやスマホ等で
閲覧・活用が可能

○ ＡＰＩ連携等を通じて、個人のニーズ
に応じた、幅広い民間ＰＨＲサービスの活用

○ 国民等が健診情報等にワンストップでアクセスし、閲覧・活用
することが困難

○ 健診結果が電子化されておらず、円滑な確認が困難であること
や災害時等における紛失リスクが存在

○ 新たな感染症等の発生時に、医療機関や保健所が本人から正確
な情報を収集し、健康状態のフォローアップをすることが重要

マイナポータル等を通じた
閲覧やデータダウンロード

○情報の長期的な外部保存・管理
○個人のニーズに応じた表示方法

による閲覧等

※ 国民・患者等が、適切な民間
PHRサービスを選択・活用する
事が出来る様な仕組みを構築す
るため、ルール等を整備

相互運用性等※

受診時に簡単に情報を共有でき、
円滑なコミュニケーションが可
能となる 国民・患者等に対して、

適切な医療や保健指導等を提供
するために必要な連携

API連携 API連携

※ 事業主健診情報については、保険者へ情報を集
めるための法制上の対応を講ずることで保険者
へ情報を集約させ、保険者からオンライン資格
確認等システムに登録することにより、閲覧を
可能とする予定。

自身の保健医療情報を閲覧・活用できる仕組み（ACTION３）

現状 改革後

健診等の実施主体 国民・患者 民間PHR事業者等

自治体

保険者

自治体中間
サーバ

オンライン
資格確認等
システム

本人の同意

A B

事業主
↓(※)
保険者 オンライン

資格確認等
システム

医療専門職等と相談しながら、
自身の健康増進等に活用

学校の
設置者

検討中 医療専門職等

医師

保健師、管理栄養士、
その他医療従事者 研究者

5
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第７回データヘルス改革推進本部（令和２年７月30日）資料１（抜粋）
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1

ACTION１：全国で医療情報を確認できる仕組みの拡大

ACTION２：電子処方箋の仕組みの構築

ACTION３：自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大

患者や全国の医療機関等で医療情報を確認できる仕組みについて、対象となる情報（薬剤情報に加えて、手術・移植や透析等の情報）を拡
大し、令和４年夏を目途に運用開始

重複投薬の回避にも資する電子処方箋の仕組みについて、オンライン資格確認等システムを基盤とする運用に関する要件整理及び関係者間
の調整を実施した上で、整理結果に基づく必要な法制上の対応とともに、医療機関等のシステム改修を行い令和４年夏を目途に運用開始

ＰＣやスマートフォン等を通じて国民・患者が自身の保健医療情報を閲覧・活用できる仕組みについて、健診・検診データの標準化に速や
かに取り組むとともに、対象となる健診等を拡大するため、令和３年に必要な法制上の対応を行い、令和４年度早期から順次拡大し、運用

令和２年度
2020年度

令和３年度
2021年度

令和４年度
2022年度

7月 4月 10月 4月 10月

主要イベント

医療等情報を
全国の医療機関等

で確認できる
仕組み

情報の拡充

電子処方箋

▼オンライン資格確認開始 ▼診療報酬改定

集中改革期間

関係者との調整
(費用負担・運営主体)

必要な法制上の対応
（2021年常会）

システム構築等

システム構築等

システム改修等調査・検証・要件整理・調達準備等

要件整理（調査研究） 医療機関・薬局のシステム改修

システム開発,運用テスト等調達作業

①特定健診情報（2021年3月～）

②レセプト記載の薬剤情報
（2021年10月～）

③手術・移植
④透析
⑤医療機関名等

電子処方箋
（2022年夏～）

データヘルス集中改革プラン等の工程の具体化（案） 資料３

Administrator
テキストボックス
第６回健康・医療・介護利活用検討会（令和２年12月９日）資料３（抜粋）

Administrator
テキストボックス
３

Administrator
テキストボックス



データヘルス集中改革プラン等の工程の具体化（案）

2

令和２年度
2020年度

令和３年度
2021年度

令和４年度
2022年度

7月 4月 10月 4月 10月

健康情報をいつでも
確認できる仕組み

学校健康
診断情報

健康診断の記録様式を策定 実証実験 システム改修

民間PHR事業者が遵守すべき情報の管理・利活用に
係るルールの整理（ガイドラインの策定） 第三者認

証制度等
を活用し
た適正な
民間PHR
サービス
の提供

ガイドラインを踏まえ、マイナポータルと民間PHR事業者のAPI連携開始

安全・安心な民間PHRサービスの利活用の促進に向けて、第三者認証制度等、民
間PHR事業者において同ルールが遵守される仕組みを官民連携して構築

自治体と保険者の健診等情報を共有す
る仕組みについて検討・工程化

策定した工程に基づき必要な措
置を実施

事業主健診情報（2021年3月～）
※１ 40歳以上の労働者の健診情報は保険者を経由して特定健診情報として提供開始
※２ 40歳未満の労働者の健診情報も保険者を経由して順次提供開始（必要な法制上の対応を予定）安衛法に基づく指針の改定（※１）

データ標準化、システム
要件、現場業務の整理

システム改修等

がん検診、肝炎ウイルス検診
骨粗鬆症検診、
歯周疾患検診情報

上記情報について、本人同意の下で、国民のスマホ等でも閲覧
（マイナポータル等）できるよう検討

乳幼児健診情報(2020年6月～)

健診
等情
報の
共有
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PHRの全体像

1

保健医療情報 個人による閲覧（PHR) 情報の利活用

医療従事者等

個人及びその家族等

自治体
中間サーバ

検討中

サービス提供

健康増進
サービス提供
事業者

自治体、
民間PHR事業者

など

A

B

閲覧

ダウン
ロード

オンライン
資格確認等
システム

検討中

情報の種別 情報発生源

・予防接種歴
・乳幼児健診
・妊婦健診
・がん検診・
・骨粗しょう症検診
・歯周疾患検診、
・肝炎ウイルス検診

・特定健診
・薬剤情報
・手術情報等

「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
」
等
の
仕
組
み

ウェアラブルデバイス
など

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、
管理栄養士などの医療従事者等

医療従事者等と相談しながら、
自身の健康増進等に活用

個人の
同意

個人の同意API連携

情報の外部保存・管理や
個人のニーズに応じた表示・活用

・事業主健診

・学校健診

・保険者

・事業主

・市町村

・学校

・検査結果（一部）
・その他電子カルテ内の情報 等

・医療機関

安全・安心に民間PHRサービス等を
活用できるルールの整備
（事業者が遵守すべき情報の

管理・利活用に係る基準など）

閲覧

ダウンロード

第４回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第３回医療等情報利活用ＷＧ及び第２回健診等情報利活用ＷＧ

（令和２年10月21日）資料６を一部改変

第43回厚生科学審議会
地域保健健康増進栄養部会 資料８

令和３年１月21日
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